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2A7 米国の技術流通機関に 関する調査結果 
- 産学官のシステム - 

0 平沼紀明，対馬 正秋 ( 日本テクノマート ) 

    鯛査 の目的 

1970 年代後半、 米国内の産業空洞化による 経済活力の減退が 深刻な問題となり、 1980 年 以 
降 、 産業復興対策の 一 っとして連邦資金による 研究成果の民間移転促進を 図るための本格的な 
法整備が始められた。 1985 年には米国産業の 国際競争力回復を 狙いとして、 大統領競争力委 
員 会のヤングレポートによって 工業所有権 保護 ( Pro-Patent) 政策が開始され、 このプロパテ 
ント の指向性は 198f 年の 「関税と貿易に 関する一般協定」 ( GATT) のウルグアイラウンド   
においても、 「知的所有権 に関する問題の 多国間合意を 確保するため 適切な方法」 を主要議題 
として取り上げて TRIPS 協定として結実させるなど、 ハイテク製造業や 情報通信等の 高付加 価値分野での 世界的優位性獲得のための 重要コンセプトとして 位置付けられてい る 

本調査の目的は、 上記のような 産業政策後十数年を 経た今日、 プロパテント 政策 下 における 

米国の産学官の 技術流通機関システムとその 活動状況等を 調査し、 我が国におけるより 効果的 

な 特許流通促進施策の 参考に供することにあ る。 

なお本稿は、 「特許庁平成 8 年度米国における 技術流通機関に 関する調査」 の結果に基づ 
いている。 

2. 技術移転促進のための 法整備の変遷 
1980 年以降の法整備としてスティーブン・ワイドラー 技術革新法 田 L96-480) ならびにバイ   

ドール 法 (PLg6-517) がまず挙げられる ( いずれも 1980 年施行 ) 。 前者は、 技術移転を連邦政 
府の任務と定め、 さ も に技術移転から 生ずる製品について 米国内で製造することについて 合意 する企業側に 優先実施権 を与えたもので あ る な お 、 この法律は 1986 年に連邦技術移転法 

Ⅳ TTA) の中で改正され、 各省庁の審査の 下で傘下の政府所有・ 政府運営研究所 (GOGO) 所長が 
共同研究開発契約 (CR は DA) およびライセンス 契約締結できるよ う 各省庁に権 限が与えられた 
(86 年改正スティーブン・ワイドラ 一法 ) 。 一方後者は、 政府資金による 研究開発の成果であ 

る 発明に対し、 大学、 非営利機関及び 中小企業が所有権 を取得することを 許容したものであ り、 さらには特許出願時の 妥当な期間内であ れば発明内容の 情報公開義務を 免責するものであ る 
なお、 この法律は 1984 年に商標明確化法の 中で改正され、 大学および非営利組織に よ り                                   
される研究所は、 一定の制限付きで 発明に対する 権 利を保持することが 認められた (84 年改正 
バイ・ ド一 ル伝 ) 。 

これらの他に、     小企業技術開発伝 (1982 年 ) 」、 前出「連邦技術移転法 (1986 年 )     
「包括貿易ならびに 競争力強化法 (1988 年 ) 」、 「国家競争力技術移転法 (1989 年 ) 」、 「 中 

小企業技術移転法 (1992 年 ) 」、 「全米技術移転促進法 (1995 年 ) 」等が制定され 今日に至る。 
3 . 米国の技術移転システム 
今回の調査結果から 考察した米国における 主要な技術移転システムを 図 1 に表す。 技術 ソ一 

スと ニーズの両面から 産学官の 3 セクタ一に大別した。 第一に連邦研究所コンソーシアム や 

NASA を中心とした 連邦政府系の 開発技術、 第二にハイテクベンチャ 一企業を中心とした 技術 
開発能力の高 い 民間中小企業や 大企業の開発技術、 第三に大学や 非営利研究機関の 開発技術で 
あ る。 
一方、 技術ニーズ側には 主に大企業による 技術スカウティンバ 活動が挙げられる。 米国では、 
世界的規模で 進展する企業競争に 対応するために 近年外部の技術資源について 高 い 関心が示さ 
れており、 中小企業やハイテクベンチャ 一企業が開発した 独創的・革新的な 技術を求めて、 大 
企業あ るいは大企業が 設立した専門の 別会社のライセンシング 担当者が探し 歩いたり、 民問 仲 
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企業者や大学の 技術移転事務所等に 自社のニーズ 情報を提供し、 これにマッチする 技術の紹介 
を 受けるなどしている。 

技 術 

ソース 

介 HH 
（ 

億邦 政府 / 鉗肚劫 ( 民間企業 ) ( 大 学 ) 

* 連邦研究所コンソー * 民間製造業 * 州立大学・私立大学 

、 ン 74 * ハイテク 

㏄ Lc :628 機関 ) ベンチヤ一企業 * 医療研究機関等 

*NASA 技術商業化 ほか 

ネ、   ソ トワーウ 

(NASA ・ CTN:@90 ( 約 2 冊機関 )  ( 注 ・ ) 

機関、 Fl んにも加盟 ) 
* 非営利団体ほか 

技術移転関係者のヒューマンネ 、 ソ トワーク 

主要支援 組簾は ") 
An ア E 健 姻族所の丹田 1 下 S 、 TTS  、 AUTT ⅠⅠなど   

4 . 民間技術移転プ ロ 
一 カー & コンサルタン 
ト 会社の技術移転シス 
テム 

図 1 で示すとうに、 

各主要支援組織に 加盟 
する民間仲介企業とし 
て 500 社をこえる技術 
移転ブローカーやコン 
サル・タント 会社が存在 

すると見積もれる。 こ 
れらの中には 経営コン 

サルタント会社の 一部 
も 加わっており、 経営 
指導業務の一環として 
技術導入支援サービス 

も 取り入れられている。 

そして、 技術移転担当 
者 らを支援するために 
組織されているのが 米 
国技術移転協会 ( TTS) 
や 前出の LES があ る。 
これらの組織は 技術移 

転 に際しての法律面の   サ ボートや異業種分野 
                                  の 知識を補足するため 

く 民間製造 案の ニーズ ノ 
の ヒューマンネ 、 ットワ 
一ク 構築を目的とした 
機会の提供等のサービ   

* 自社技術の補足 陪スな 行っている。 
* 生産工程の改良 など 

米国・カナダ   LES 
MA) AI   皿 "' 、 ""5 。 。 び 。 Ⅱ " 。 """ 。 ぃ 。 樹 ""  。 "" 。 " 。 " 栂   

に 加盟する仲介役であ 

( 注ヱ ) 捕ふ まは 耳ぎ 。 ㌍ rmker ㈲ ぽ ; 援 " ㍑ 篤は ㍗ ; 笘 ㌶㍑㌶㌶㌶㌶㍑ イ Ⅸ態 な ㍊㍊㌃ : るプ ロ一ヵ一ゃコンサ 
い る企業で 比艶 下向協会に加盟している 企業を除く 374 社について約 6 割が特許弁護たやコンサルタント 系企業が仲介業であ る ルタント企業の 内、 米 
              田岡 "" 芙 "" 。 。 。 ' も 。 ㏄ " 以 " 存在す。 ' 見積 ' ね 。     国内に事務所を 置く 

149  社を分析した 結果、 
図 Ⅱ 米国の主要技術移転システム 技術導入に際しての コ 

ーディネ 、 一トや 契約 業 
務等 をこなすプロフェッショナル 数は約 2,300 名、 サポートスタッフ 数は約 3,600 名、 合計 

5,900 名が把握できる 民間技術移転者の 最低 数 であ ろう。 企業分布は東部に 偏っている。 これ 
は、 米国 LES に加盟している 企業の業種が 特許弁護士や 特許管理会社あ るいはコンサルティ 
ング会社であ り、 古くは産業革命以降、 米国産業社会の 頭脳の役割を 果たしているマサチュー 
セッツ州からワシントン DC にかけての東部地域に 法務・金融関係会社が 集中していることに 
関係しているものと 思われる。 設立の時期について 調査したところ、 1970 年以前から設立さ 
れた企業は 8 社で、 クーパー & ライブラント 社やアーサー・ディ・リトル・エンタープライズ 
社などの大手経営コンサルタント 会社が多い。 1961 年創立のクレーナー・インターナショナ 
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ル社は以前のドクター、 ドヴォルコビッツ & アソシエイツ 社であ る。 同社は、 技術移転につい 

て過去 36 年の経験があ り、 2 千種以上の世界規模の 技術ソースネットワーク と 30 カ国 3 万件 
以上の技術案件を 保有している。 これまでのオンラインサービス 等での活動により、 1 千件以 
上の製品やプロセスについてのライセンス 実績があ る。 
次に、 技術移転コンサルタントならびにブローカ 一のサービス 形態について 分析した結果を 

図 2 に示す。 基本的に日本の 中小製造業と 異なり、 米国の中小企業は 技術導入するよりも 大企 
業をはじめとする 他社に対して 実施許諾する 場合が多い。 そのため、 仲介者のサービス 形態と 

  しては、 図からも分かる 通り、 中小企業に対す 
Ⅰ りり る 「技術探し」 は 47% と低いが、 実施許諾 す 
  る 相手であ る 「ライセンシー 探し」や「ラ イセ 
  ンス交渉」 がそれぞれ 78 % 、 91 % に及ぶ。 ラ 

  イセンシングする 際の主な対象国は 当然ながら 

  米国内が 87% と高い値であ るが、 海外とする 

  事務所も 75% 存在し、 米国のライセンス 活動 技百 口内 海外 ライ ライ 枝折 契約 契約 技街 南町 の世界的な広がりを 感じとることができる   また技術移転の 仲介にあ たり、 依頼された 技   成ト   文べ 
イ イ ン コ し 憶 打 綿、 ノ価 析 市 街案件の「技術評価」を 実施している 事務所が   撰ン   性分 69% 、 その技術分野の「市場性分析 ( マーケ 

      "  ティンバ調査 ) 」を行っているのが 60% であ 
  

る 。 ライセンシング 契約については、 依頼人の 

図 2 民間コンサルタント & フローカ一のサービス 形態 代わりに全ての 契約作業を代行し 相手企業と 

交渉するサービスを 行っている事務所が 47% あ り、 ライセンサーとライセンシーが 契約締結 
に至れるように 下準備等までを 行う事務所が 63% であ る。 このように技術評価や 市場性分析 
が 高い割合で掲げられていることが 分かったが、 依頼人からの 技術を他分野に 応用できるか 否 

かほついて可能性を 探るための「技術的応用性分析」 を全面的にサービスにしている 仲介者は 
僅か 20% と少ない。 

5 . 大学の技術移転システム 
米国の革新的技術開発を 担っているのが 大学であ り、 そこで生み出される 技術を民間企業へ 
移転する仲介役が 大学技術移転事務所であ る。 米国内で技術移転を 行っている大学の 数は合計 
240 ( 大学の分校もカウント ) あ り、 それぞれが技術移転窓口を 有している。 大学の技術移転 
事業の支援組織であ る大学技術管理者協会 (AUTM) には、 1996 年 6 月現在、 884 の企業・ 
大学・公的研究機関等の 1,387 名が加盟しており、 この内米国の 大学関係が 229 校 490 名であ 
る。 そして、 産学官の仲介役には、 蛆 T, E 、 AUTM 、 TTS 、 LES をはじめ複数の 支援機関 
に 所属する者もおり、 このような各セクタ 一間を自由に 横断できる支援組織の 活動が、 産学連 
携を活性化させるためのインフラの 一つとなっている   
米国の大学における 技術移転のための 組織的な取り 組みを大別すると、 ①大学内部の 専門技 
術移転事務所の 設置、 ②大学の関連の 研究財団による 技術移転事業の 取り組み、 ③大学の関連 
会社に技術移転事業を 委託するケースなどがあ り、 このなかで最も 一般的なのが 大学内部に技 
術 移転事務所を 設置する形態であ り、 カリフォルニア 大学、 スタンフオード 大学、 メリーラン 

ド 大学等はその 例であ る。 このように存立形式に 違いはあ るものの、 これらの技術移転事務所 
においては総じて 高い教育的バックバラウンドと 民間企業でのビジネス 経験を持つ専任スタッ 

フが勤務しており、 学内での知的財産権 ・移転に関する 啓発支援、 研究者から開示を 受ける発 
明技術についての 特許性の評価、 商業的価値評価、 特許出願・維持管理作業、 技術のマーケテ 
イング活動やライセンス 契約交渉など 一連の業務を 行っている。 AUTM では、 米国とカナダ 
の大学や医療研究所、 特許管理会社などをはじめとする 学術研究機関で 行われる技術移転活動 
の 詳細データの 収集・分析・ 公表、 効率的かつ効果的な 技術移転方策の 検討、 各大学の技術移 

転事務所の担当者はもとより 民間のコンサルタントやブローカ 一等への啓発活動を 行っている。 
AUTM によるライセンシング 調査は 1991 年から毎年実施され、 1995 年度の調査では 技術移 
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表 米国大学の特許登録件数 転 活動を行っている 米国の 169 人 

    
  カリフォルニア 大 
    マ サーチューセッツ 工科大学 
      テキサス大学 
  スタンフオード 大学   49(5) 
      ウィスコンシン 大手   55(4) 
  カリフォルニア 工科大学     
  コーネル大学   
  ペンシルバニア 大学   43(6) . 41(7)  クラスにおける 技術移転に関する 意 
  アイオワ州立大学   ））） 32 359 7( （ （Ⅰー 813 26(11) 23(14) 識 19(15) 38(8) レベルにはかなりの 開きがあ る。 
    二 ユーヨーク州立大学   3 Ⅰ イ 9) 28(10)     26(11) 
    フロリダ大学   44(7) 50(4)       44(6) 表 Ⅰは米国大学の 1994 年度の特 
    ノースキャロライナ 州立六字   
    チューク大学   
    ミネソタ大学   
        ミシガン大学 19 32 
    バージニア工科州立大学   20(20) 46(6) 22(17) 23(14) I ! 22(13) ll( ， ) 件数は 1,862 件であ る。 同年度の 1 
    ，ジョーンズホプキンス 大学   
    ユタ大学   
      ミシガン州立大学   14( 一 ) 
      ニュージャージー 州立大学   10 く一Ⅰ 
      コロンビア大学   17( 一 )   54% を占めている。 

ト ・ ソ       (A) 997 869 710 690 
米田大学合計 (B) 1 。 862   53.5% 6 . 連邦研究 技関 の技術移転システ 

( 注 ) このデータは 川 ばならびに NY 州立大宇バッファロ 一枝に よ る米ロ神拝テータベース 検案 轄果によ るものであ る。 ム 
  
政府ニーズの 一種ともいえる 施策 

に 、 連邦政府の技術移転促進指向の 中小企業革新研究 ( SBIR) プロバラムと 中小企業技術移 
転 ( S Ⅱ R) プロバラムがあ る。 SBIR プロバラムには 国防総省、 商務省、 ェ ネルギ一省をは 
じめとする 11 省庁が参加しており、 それぞれの省庁が 望む革新的な 技術開発テーマに 対し、 

中小企業に受注入札させるという 競争原理を導入して、 連邦技術の商業化を 図るとともに 企業 
の 技術開発力を 向上させることを 目的とするものであ る。 

技術ソースと 技術ニーズを 結び付けるために、 産学官それぞれの 研究機関には 仲介役として 
の 技術移転窓口があ る。 連邦研究機関では、 民間企業への 技術移転を行う 方法として 2 種類に 

大別される。 ひとつは権 利化済みの特許をライセンスする 方法であ り、 もう一方は共同研究開 
発 契約 ( CT 甘 DA) によるものであ る。 この CRADA は 1986 年に連邦技術移転法 (FTTA) によ 
り 制定され、 連邦機関と民間企業で 人員・役務・ 設備などを提供し 合って研究開発を 行な う も 
のであ るが、 連邦側は研究費を 負担しない。 しかし、 民間企業側には 専用実施権 の選択権 が与 
えられるというインセンティブの 効果により、 制定以降 9 年間で 3,500 件 ( 年平均約 400 件 ) 

にものぼる契約が 取り交わされている。 
全米標準技術院 ( NIST) の例ではこれらの 窓口をリ エ ゾンマンであ る 「ライセンシンバ   
/CRADA オフィサー」が 担当している。 また、 各連邦研究機関の 技術移転担当責任者等により 
組織されている 連邦技術移転代表者協会 (AFT 2 E) があ り、 連邦研究機関の 横の っが がりを 
緊密なものにしている。 

6. ] 連邦研究 構 関の代表的 俺関 
連邦政府関係では、 研究者 10 万人を擁する 約 700 の連邦研究所の 内、 連邦研究所コンソー 
シアム ( FLC) に加盟する 628 の機関をはじめ、 NASA 技術商業化 ネ、 ッ トワークに加盟する 
約 90 機関 (FLC への同時加盟を 含む ) などが、 AFT2E の支援のもとで 活動している。 
の 連邦研究   コン、   一 シ   ム   F ㏄   

FLC の設立アイディアは 1971 年にさかのぼり、 正式に組織されたのは 1974 年であ る。 
1986 年連邦技術移転法 ( F Ⅱ A) により全米科学財団 ( NSF) の組織として 位置づけられ 
公式化された 連邦技術移転管理者の 組織で、 連邦研究所の 研究成果及び 技術を米国経済に 移転 
し 、 技術移転の過程における FLC メンバーや民間企業の 支援ニーズに 答えることを 目的とす 

現在、 る 16 省庁とその傘下の 連邦研究所及びセンター 合わせて 628 組織が参加してお @ 
全米を 6 地域に分けて 活動している ( 図 3) 。 
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センター ( COSMIC )  、 UMSPHERF 

などから構成されている。 なお、   RTTC の地域割りは FLC の 6 つの 地 

城 区分と同一とされている。 これら 6 
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各 RTTC には共通のサービスメニュ 
一 があ るものの、 産業界からのニーズ   

図 4 N A S A 商業化ネットワーク (C 丁 N ) には地域差があ るため、 各担当地域 

とクライアントの 特徴に応じたそれぞれ 自由度のあ るプロバラムを 有している。 また、 バート 
ナーシップを 結んだその他の 機関の存在によっても、 それぞれの機関は 異なる体様で 発展して 
いる。 ザウスイースト ( STAC) 、 ファーウェスト ( Far West RTTC) 、 ミッドコンチネ 、 ント 

( MCTTC) 、 ミッドアトランティック ( MTAC) は大学により 運営され、 ミッドウェスト 
  GLITeC) はバテル・メモリアル 研究所、 ノースイースト ( CTC) は非営利組織により 運 
営 されている。 こうした理由から、 各 R Ⅱ C は NASA から与えられた 共通のミッションを 行 う 
が 、 各運営組織の 構造の差異に 応じて 各 RTTC は異なる特徴を 有している。 
各 RTTC は、 1991 年 以前には、 NASA が全米で 10 ～ 12 個所を運営していた 産業応用セン 
ター ( IAC) の一つであ り、 NASA の技術情報を 民間セクタ一に 提供していた。 しかし、 この 
技術情報の提供プロバラムは 格別な成功を 収めるまでは 至らなかった。 その理由は幾つかあ る 
が、 lAC には統一的な 任務規定が存在せず、 個々のセンタ 一の活動がそれぞれ 異なっていた 
ことや、 個々のセンタ 一に担当地域を 設けていなかったため 各 センタ一のサービスが 競合する 
等 の問題もあ った。 さらに、 NASA のフィールドセンターと IAC の関係は、 現在ほど緊密な 
ものではなかった。 そのため、 1991 年、 NASA は連邦研究機関の 技術移転分野の 活発化に注 
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力 しようという 政府機関としての 変化に鑑み、 IAC ネ、 ッ トワークを現在の 6R Ⅱ C に再編 し、 
統一的な任務規定を 設けると共に、 全 RTTC 共通のサービスを 提供するようにした。 この再編 
以降、 RTTC のひとつであ るサザン・アプリケーションセンター (STAC) は 他 RTTC のロール 
モデル的な存在となっている。 以下に STAC の例を紹介する。 
③ S T A C 

元来、 STAC は NASA とフロリダ州とのパートナーシップ 契約により 1977 年に設立された 
機関であ る。 当時の活動はフロリダ 州内の企業のみを 対象とした情報提供サービスであ ったが、 
現在は FLC の地域区分に 倣い、 本部が設置されている 同州を含む周辺の 9 つの州を担当して 
いる。 設立当時から、 同機関はフロリダ 州内に 6 つの事務所からなるネットワークを 確立して 
おり、 事務所はフロリダ 州立大学システム 内の構内に設置され、 一つの事務所を 除く他の事務 所は大学の工学部構内に 設置された。 STAC の事務所を設置した 大学は 、 フ リ ダ 大学、 / 一 
ス ・フロリダ大学、 セントラル・フロリダ 大学、 サウス・フロリダ 大学、 フロリダ・アトランテ 

イ ソ ク 大学、 フロリダ国際大学であ る。 

STAC は限定されたメンバ 一にサービスを 提供する組織ではない。 クライアントには、 主と 
して中小企業の 製造業者や研究開発会社、 大学及び政府機関が 含まれる。 NASA の技術普及 
活動は基本的に NASA の予算を用いるため 無償サービスだが、 その他の付加価値を 伴 うサ一 ス ば市場調査、 、 た と え 技術評価、 特許資料調査等については 有料となっている。 
企業にとって RTTC 利用のメリットは、 時間と費用を 節約できる点であ る。 新技術に対する 
ニーズが出れば 全ての連邦機関、 多数の大学等の 技術ソースにアクセスできる 巨大な NASA 

技術商業化 ネ、 ッ トワークを活用しながら、 技術の応用支援の 専門知識を兼ね 備えた担当者が 企 
業 ニーズを判別し、 回答を見つけ、 これによりクライアントは 開発のサイクルを 短期化し、 コ 

ストを削減できる。 ここで重要な 点は、 問題を解決するための 窓口の明確さと パ一 トナ一機関 
とのネ、 ッ トワークを有していることであ る。 また、 STAC が直接クライアントに 資金供給を行 

ぅ ことはしないが、 SBIR プロバラムや STTR 、 革新技術プロバラム (ATP) といった連邦プロ 
グ ム への参加支援、 ベンチャーキャピタルへの 橋渡しといった 面下支援事業を 行なっている。 
他の技術移転支援機関との 協力体制としては、 提携組織との 連携が最も多い。 そのほか、 
TTS@@@ AUTM 、 LES@ 、 National@Association@ of@Management@ and@Technical@Assistance@ Centers@@ 

の 団体に加盟している。 当然 FLC 正規メンバ一でもあ る。 民間セクタ一のコンサルタント や、 

ブローカー、 弁護士等に時宜に 応じてクライアントを 紹介する場合があ る。 また、 NIST の 製 
造 拡張パートナーシップ や 、 中小企業技術開発支援センター ( SBDC) 、 各種インキュ ベ一 

タ等 、 中小企業への 支援組織等との 共同作業にも 取組んでい る 

7 . まとめ 

今回の調査から 明らかにされたことは、 開発技術の保持者とその 技術を自社の 製品にと欲し 
ている人間を 結び付けるため、 大学の技術移転事務所や 虹数の民間ブローカ 一等による技術 流 
通 ビジネ 、 スが 米国産業復興の 裏 舞台を支えているということであ り、 米国における 技術移転の 

最大の特徴は 彼らの数とそのサービスメニュ 一の繊密 さ 、 法整備の点にあ る。 加えて技術移転 

支援のための 協会等を中心とした 人材育成や省庁間の 壁を越えた産学官ヒューマンネ 、 ッ トワー ク による 他 専門分野のカバ 一などインフラの 整備が進んでいることも 挙げられ る 
今後、 海外の技術流通機関の 実態を明らかにしていくことで、 海外技術の導入あ るいは海外 
に 技術輸出する 際の手掛かりが 明らかになり、 グローバル な 技術競争に自ら 飛び込んでいける 
我が国の中小企業が 多く出てくることを 期待するものであ る。 
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